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1　はじめに

　斑点米カメムシ類などの本田防除は、産業用無人ヘ

リコプタによる空中散布が主体で、作業委託が主流で

あるが、近年、秋田県では初期投資が少ない防除用マ

ルチロータの利用が進んでおり、無人ヘリコプタの機

体所有数が減少傾向である。マルチロータは小区画ほ

場でも作業能率が低下しにくく 1)、精密な自動（自律）

航行による省力化も期待されている 2)。自動航行機能

を活用し、オペレータ 1人で複数台のマルチロータを

操作できる機種も普及しているが、この機能を活用し

た防除の作業能率を調査した報告はない。

　そこで、マルチロータによる防除作業において、作

業人員を増やさずに、さらなる高能率化を目指して、

2 機同時自動航行飛行による薬剤散布の作業能率を、

1ha 区画水田で自動航行の単独飛行と比較、検討した。

2　試験方法

　(1) 試験場所および供試ほ場：秋田県農業試験場

1ha 水田水稲作付ほ場（200 × 50m）、連坦 2筆

　(2) 供試機材：マルチロータ（D社 MG1P-RTK、10kg

搭載（タンク容量 10L）、散布幅 4m）2 機、バッテリ

（MG-12000P）、GNSS 基地局（D－ RTK2）

　(3) 作業・散布方法：RTKGNSS ほ場測量（2人作業）

→基地局設置・ペアリング→機体準備→自動航行経路

作成・散布設定→薬剤散布。自動航行経路は、1 機体

1 ほ場として作成した。1ha 連担 2 筆で、RTKGNSS 自

動航行により同時飛行は 2 筆同時、単独飛行は 2 筆

連続で自動航行により薬剤を散布した。1 回の飛行で、

薬液を 4～ 6L/ 機体搭載し、6行程（3往復、48a）薬

剤散布したところで、手動で作業を休止し、着陸後、

毎回薬剤補給とバッテリ交換を実施した。

　(4) 試験区の構成：①同時飛行区　安全に作業でき

ていることを確実に監視するため、飛行速度は、機体

１が 17 km/h、機体 2 が 15km/h とした。②単独飛行

区　飛行速度 17 km/h で作業を実施した。両区とも離

陸は自動航行で、着陸はマニュアル操作で行った。

　(5) 作業人数：両区とも 3 名（オペレータ（40 代

男性）、監視、補給・交換補助）で作業を行った。

　(6) 散布条件・散布薬剤：両区とも殺菌剤または殺

虫剤を 7月下旬から 9月上旬に３回（8倍または 16 倍、

0.8L/10a）散布を実施した。薬剤は、ラブサイド Fl、

スタークル液剤、キラップ Fl、モンセレン Fl の 4 種

を用いた。散布時の風速は、2～ 3m/s であった。

　（7）調査項目：薬剤散布作業時のタイムスタディ　

3　試験結果及び考察

　(1) タイムスタディと作業時間の内訳

同時飛行区は、機体間で 2km/h の飛行速度差をつける

ことで、十分な監視により安全な作業が可能であった。

飛行後の機体 1および 2のバッテリ残量の平均は、そ

れぞれ 69%、66% で、速度の遅い機体 2 は飛行時間が

長くなるため、残量が機体 1より 3ポイント少なかっ

た（データ省略）。

　2ha あたりの同時飛行区、単独飛行区の全作業時間

は、それぞれ 0.719h、0.796h/2ha であった。内訳を

みると、ほ場測量が 0.193h/2ha と全作業時間の 24 ～

27% を占めた。同時飛行区の薬剤散布時間は、飛行 1

回あたりでは機体 2の散布速度が遅いため、単独飛行

より長くなったが、2haあたりでは45%短かった。また、

薬剤補給・バッテリ交換等の時間は飛行 1回あたりで

は単独飛行の 2倍以上となったが、2ha あたりでは 9%

の増加であった。これは、補給・交換時に着陸してい

る機体間の安全距離（30m 以上）を補助員が移動に要

する時間であった（図 1、表 1）。

　(2) 作業時間削減効果とほ場作業量

　2ha あたりの同時飛行区の作業時間は、全作業で

0.719h/2ha、測量を除いた作業で 0.526h/2ha と、単

独飛行区に比べそれぞれ 10%、13% 削減された（表 2）。

また、事前作業可能な測量と連坦での作業 1回のみ行

う基地局や機体の準備と撤去を除いた薬液補給等～散

布終了までの作業時間は、同時飛行区が 0.355h/2ha

で、同時飛行による散布時間の短縮が反映され、単独

飛行区より 29% 短かった（表 1、2）。

　同時飛行区のほ場作業量は 380a/h と単独飛行区よ

り 48a 増加した（表 2）。

　調査で得られた作業能率から 1日当たりの作業時間

を 5 時間として、測量時間を除く日作業可能面積を

算出したところ、同時飛行区が 2873a、単独飛行区が

2066a と試算され、同時飛行区が 807a 多かった（表

3）。また、作業面積を連坦 1000a、2066a（単独飛行

区の日最大負担面積）と想定した時の同時飛行区の作

業時間はそれぞれ、1.86h/1000a、3.65h/2066a であり、

単独飛行区に比べ、それぞれ 25％、27％削減された（表

3）。これは、機体を 2機扱う同時飛行区で掛かり増し

となる機械準備等が 1回で済むことと測量・基地局設

置等・機体準備等の時間を除いた作業時間が単独飛行

区より短いことによると考えられた（表 2、3）。
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4　まとめ

　マルチロータの自動航行と複数台同時飛行機能を活

用して、作業人員を増やさずに薬剤散布を行い、作業

能率を調査したところ、同時飛行区の測量を除く散布

作業時間は、単独飛行区に比べ 13% 削減された。同時

飛行区の日作業可能面積は 2,873a/ 日と試算され、単

独飛行区より 807a 増加し、1ha 区画連坦 10ha では作

業時間を 25％削減できると推定された。
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マルチロータの自動航行と複数台同時飛行機能を

活用して、作業人員を増やさずに薬剤散布を行い、作

業能率を調査したところ、同時飛行区の測量を除く散

布作業時間は、単独飛行区に比べ 削減された。同

時飛行区の日作業可能面積は 日と試算され、

単独飛行区より 増加し、 区画連坦 では
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図１ マルチロータの同時飛行による薬剤散布のタイムスタディ（ 回調査の平均）

表１ あたり作業時間とその内訳

表２ あたり作業時間とほ場作業量

表３ 日作業可能面積とほ場作業量の試算（ほ場測量時間を除く）

作業時間

単独区比 単独区比

同時飛行

単独飛行

１）連担２haを同時または連続散布を、３回実施した結果の平均値である。
２）作業時間の内訳は、オペレータのタイムスタディから算出した。

試験区
全作業

ほ場
測量

基地局
設置・撤去

機体
準備・撤去

薬液補給・バッテリ交
換・散布設定

離着陸 薬剤散布

内訳

ほ場作業量

単独区比 単独区比 単独区比 単独区比

同時飛行

単独飛行

１）連担２haを同時または連続散布を、３回実施した結果の平均値である。

試験区

作業時間

全作業
測量除く 機体準備～散布～

機体撤去
薬液補給等～散布

終了

ほ場作業量 ほ場作業量

a/日 単独区比 単独区比

同時飛行

単独飛行

試験区
日作業可能面積

作業面積を1,000aと想定 作業面積を2,066aと想定

作業時間 作業時間

１）日作業面積は、1haほ場連坦2筆の調査データをもとに1日あたりの作業時間を5時間として算出した。


	［水田作］
	水稲新品種「サキホコレ」の主要特性
	米粉に向く高アミロース米新品種「あおもりっこ」の特性
	基肥全量施肥が極良食味品種「サキホコレ」の収量・品質・食味に及ぼす影響
	岩手県の水稲主要品種における刈取時期と品質・食味との関係
	宮城県における業務用向け水稲多収穫品種の栽培特性
	酒造好適米新品種「百田」の収量および生育目標値の策定
	水稲栽培における中干し強度および期間が玄米品質に及ぼす影響
	青森県の水稲品種における種子予措時の水温が発芽・出芽に及ぼす影響
	マルチロータ2機同時飛行による薬剤散布の作業能率
	暗渠管直上におけるモミガラ疎水材の腐食状況
	水稲作付計画プログラムによる山形県の大規模経営体における適期作業可能面積の試算
	豪雪地帯における複数獣種に対応した柵の検討と耐雪性評価

	［畑作
］
	大豆作におけるイマザモックスアンモニウム塩液剤によるアレチウリ体系防除法
	大豆種子生産の効率化に向けた省力生産技術体系の実証
	山形県における大豆狭畦密植栽培の生育特性
	小麦「ネバリゴシ」の種子休眠打破における0.75％過酸化水素水の有効性の評価
	「もち姫」小麦粉を主要原料として開発した麺のテクスチャー

	［畜産飼料作
］
	比内地鶏の異なる日齢における発育及び解体成績
	乳用牛の周産期における反芻時間データの解析による疾病予測の可能性
	長期肥育におけるふすま給与が日本短角種牛肉の理化学成分と官能評価に及ぼす影響
	乳牛の耳及び腰角の触診による潜在性低カルシウム血症のモニタリング技術
	秋田県南部の大家畜飼養農家における自給飼料の現状と問題点の把握

	［果樹
］
	モモうどんこ病に対するSDHI殺菌剤の防除効果
	ニホンナシにおける満開期以降に遭遇した降霜に対する品種間差および散水氷結法の効果
	果樹園における殺鼠剤ダイファシノン粒剤の効率的な利用方法
	ナミハダニが多発生したリンゴ樹の果実品質
	2022年8月に岩木川流域で発生したりんご園の冠水被害の状況と果実疫病の発生
	リンゴのトールスピンドル樹形における省力的な側枝発出促進法
	青森県におけるリンゴ赤果肉品種の特性
	岩手県における早期ジベレリン処理技術を用いたブドウ‘サニールージュ’の適正着房数

	［野菜花き
］
	トマトにおける6月下旬の摘花房処理が収量及び品質に及ぼす影響
	山形県最上地域の大玉トマト雨よけ夏秋栽培における茎径と収量の特徴
	キュウリの防虫ネット被覆栽培における品種選定および摘果が収量・品質に及ぼす影響
	施設キュウリにおける小型光合成促進機の導入効果
	岩手県の夏秋栽培ピーマンにおける二酸化炭素およびミスト施用による増収効果
	福島県における秋まきタマネギ直播栽培の雑草防除体系の検討
	オオムギ磨砕物によるタマネギ腐敗病菌Burkholderia cepaciaへの抗菌活性の検討
	津波被災復旧農地でのネギ栽培における混合堆肥複合肥料の施用効果
	長ネギ5月どり栽培に適する播種日と定植日の検討
	アップカット畝立マルチ播種機を用いた早生エダマメとブロッコリーの二毛作体系―ブロッコリーの定植時期と花蕾径―
	ニラの機械化一貫体系による省力栽培技術の開発　第1報 夏播き越冬苗育苗時の被覆資材
	ニンニクの種苗増殖における光反射マルチの生産性
	イチゴにおける葉面積の非破壊推定法
	寒冷地におけるイチゴ種子繁殖型品種のセル苗本圃直接定植技術の検討
	営農再開地域のストック及びトルコギキョウ栽培における通い農業支援システムの活用と評価
	秋ギク型スプレーギクおよび輪ギクの施設電照栽培における赤色LEDの実用性
	電照による日長延長処理がラナンキュラスの生育および開花に及ぼす影響 第２報

	［経営
］
	農事組合法人の経営診断シートの作成
	野菜産地支援の展開方向―岩手県内と先進産地の比較分析から―
	有機米の価格帯と輸出を見据えた生産における国際競争力に関する分析
	中小規模の園芸作経営における「通い農業支援システム」の導入効果-福島県中通り南部地域を事例に-




